
 

 

個 別 注 記 表 

 

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

 市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 
 

なお、投資事業有限責任組合及びリミテッドパートナーシップへの出資持分については、組合契

約に規定される決算報告日における最近の決算書を基礎とし、貸借対照表については持分相当額を

純額で、損益計算書については収益、費用の持分相当額をそれぞれ売上、売上原価で取り込む方法

によっております。 

 

② 子会社株式 

 移動平均法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに平成 28年 4月 1日以降に取得した建物附属設

備については定額法） 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物     8～15 年 

工具器具備品 4～15 年 
  

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づき償却し

ております。 
  

③ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上し

ております。 

  



 

 

② 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上して

おります。 

  

③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
  

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 

① 売上高及び売上原価 

 売上高には、関係会社からの配当金、関係会社短期貸付金にかかる受取利息及び関係会社からの

業務受託料等を計上し、売上原価には、関係会社短期貸付金にかかる資金原価等を計上することと

しております。 
  

② 業務受託料の計上基準 

 当社は、関係会社に対し、契約により受託した業務を提供する義務を負っております。業務受託

料については、受託業務を提供した時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益

を認識しております。 

当該受託業務において、関係会社への財又はサービスの提供における当社の役割が本人に該当す

る取引については、関係会社から受け取る対価の総額で収益を認識することとしております。 

 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

2.会計方針の変更に関する注記 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021年 6月 17日。

以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準

適用指針第 27-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会

計方針を将来にわたって適用しております。これによる計算書類に与える影響はありません。 

 

 

 

 



 

 

3.貸借対照表に関する注記 

(1) 関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く） 

   短期金銭債権 

   短期金銭債務 

96,434 千円 

250,824,878 千円 

 

 

 

 

4.損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

     営業取引による取引高 

営業取引以外の取引による取引高 

 

4,889,438 千円 

17,841 千円 

 

 

 

 

5.株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当該事業年度末における発行済株式の総数 
 

普通株式 7,097,374 株  

(2) 当該事業年度末における自己株式の数 普通株式    10,200 株  

(3) 配当に関する事項   

 ① 配当金支払額   

   該当事項はありません。 

 ② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   該当事項はありません。 

 

 

6.税効果会計に関する注記  

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）  

 税務上の繰越欠損金 4,794,382 千円 

 関係会社株式 37,854,517 千円 

 その他 428,669 千円 

 繰延税金資産小計 43,077,569 千円 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △4,794,382 千円 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △38,283,187 千円 

 評価性引当額小計 △43,077,569 千円 

 繰延税金資産合計 －  千円 

   

（繰延税金負債）  

 その他有価証券評価差額金 374,019 千円 

 繰延税金負債合計 374,019 千円 
 

 



 

 

7.金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 ① 金融商品に対する取組方針 

当社は、産業競争力強化法に定められた支援基準に基づき、投資活動を行っております。投資

活動を行うための資金需要については、必要な資金を自己資本や銀行借入による間接金融などに

よって調達することとしております。 

資金運用については、資金の流動性及び安全性を確保するため、預金に限定して運用を行ってお

ります。 
  

 ② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業投資有価証券は投資事業有限責任組合及びリミテッドパートナーシップへの出資持分であ

り、組入れられた株式の発行体の経営状況並びに財務状況の変化に伴い出資元本を割り込むリス

クに晒されております。 

関係会社株式は当社と業務上の関係を有する非上場企業の株式であり、発行体の信用リスクに

晒されております。また、当社と株式会社 INCJ との間では CMS による資金取引を行っており、こ

れに伴う貸付金は貸付先の信用リスクに晒されております。 

関係会社出資金は当社の関係会社が業務執行権を有する投資事業有限責任組合等への出資持分

であり、組入れられた株式等の発行体の経営状況並びに財務状況の変化に伴い出資元本を割り込

むリスクに晒されております。 
   

 ③ 金融商品に係るリスク管理体制 

 イ. 発行体及び貸付先企業の信用リスクの管理 

投資先及び貸付先企業の経営状況を随時かつ定期的にモニタリングし、財務状況の悪化、事

業計画の遅延等の早期把握に努めております。また、投資事業有限責任組合及びリミテッドパ

ートナーシップへの出資については、定期的に組合の決算書等により財政状況や運用状況を把

握しております。 

 

ロ. 資金調達に関する流動性リスクの管理 

当社は、入出金の情報を確認し、定期的に資金繰表を作成することによって流動性リスクを 

管理しております。 
  

 ④ 金融商品の時価等に係る事項についての補足説明 
  

 

   金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が得られない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。 

 

 

 

 
 



 

 

 

（注 2）金銭債権の決算日後の償還予定額 

 1 年 以 内 

(千円) 

現 金 及 び 預 金 118,658,690 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 465,590 

 

（注 3）有利子負債の決算日後の返済予定額 

 1 年 以 内 

(千円) 

預 り 金 250,808,457 

 

 

 

 

 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 令和 5 年 3 月 31 日現在における、貸借対照表計上額と時価に差額が生じているものはありません。

また、現金及び預金、関係会社短期貸付金、預り金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が

帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

（注 1）市場価格のない株式等及び組合出資金等の貸借対照表計上額 

区      分 
貸借対照表計上額 

(千円) 

営業投資有価証券に属するもの 

 

 そ の 他（*1） 56,738,674 

関 係 会 社 株 式 に 属 す る も の  

 非 上 場 株 式（*2） 494,401,955 

関係会社出資金に属するも の  

 そ の 他（*1） 90,001,224 
 

  (*1) 

 

投資事業有限責任組合、リミテッドパートナーシップ及び匿名組合の出資持分相当額につ

いては、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 

2021 年 6 月 17 日）第 24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

  (*2) 

 

非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第 19 号 2020 年 3 月 31 日）第 5 項に基づき、時価開示の対象とはしておりませ

ん。 



 

 

8.関連当事者との取引に関する注記 

   (1)親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

主要

株主 
財務大臣  

被所有 

直接 

96.19％ 

債務 

被保証 

当社借入金 

に対する 

債務被保証 

（注） 

150,000,000  － － 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）当社は、借入金に対して債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。 
 

 

(2)子会社及び関連会社等 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

子会社 ㈱INCJ 

所有 

直接 

100.00％ 

役員の兼任 

資金取引 

職員の出向 

CMS (*2) 

465,590 
関係会社 

短期貸付金 
465,590 

239,613,459 預り金 250,808,457 

17,841 未払利息 16,420 

管理業務 

(*3) 
476,930 未収入金 43,747 

子会社 

JIC ベンチャー・

グロース・インベ

ストメンツ㈱ 

所有 

直接 

66.60％ 

役員の兼任 

職員の出向 

管理業務 

(*3) 
116,394 未収入金 10,692 

子会社 JIC キャピタル㈱ 

所有 

直接 

100.00％ 

役員の兼任 

職員の出向 

管理業務 

(*3) 
138,003 未収入金 11,374 

子会社 

JIC ベンチャー・

グロース・ファン

ド 1 号投資事業有

限責任組合 

― 

投資事業有

限責任組合

への出資

(*4) 

出資 19,200,000 

関係会社 

出資金 
76,956,398 投資事業組合

運用益 
135,577 

投資事業組合

運用損 
1,250,907 

子会社 

JIC ベンチャー・

グロース・ファン

ド 2 号投資事業有

限責任組合 

― 

投資事業有

限責任組合

への出資

(*4) 

出資 10,000,000 
関係会社 

出資金 
10,000,000 

子会社 

JIC PE ファンド 

1 号投資事業有限

責任組合 

― 

投資事業有

限責任組合

への出資

(*5) 

出資 2,299,215 
関係会社 

出資金 
1,604,473 

投資事業組合

運用損 
1,318,993 

子会社 

JIC PE 共同投資

ファンド 1 号投資

事業有限責任組合 
― 

投資事業有

限責任組合

への出資

(*5) 

出資 2,400,060 
関係会社 

出資金 
822,859 投資事業組合

運用損 
1,436,061 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(*1) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めており

ます。 

(*2) 当社は CMS（キャッシュマネジメントサービス）により、子会社である株式会社 INCJ との間で



 

 

投資資金の貸付及び売却代金等の預託を受けております。なお、当該貸付及び預託に係る利率

については、市場金利を勘案して決定しております。 

(*3) 管理業務受託料に関する価格その他取引条件については、両社合意の上で決定しております。 

(*4) 当該投資事業有限責任組合は、JIC ベンチャー・グロース・インベストメンツ株式会社を無限

責任組合員とする投資事業有限責任組合であり、投資事業有限責任組合契約書に基づき出資を

しております。 

(*5) 当該投資事業有限責任組合は、JIC キャピタル株式会社を無限責任組合員とする投資事業有限

責任組合であり、投資事業有限責任組合契約書に基づき出資をしております。 
 

 

 

9.1株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産額 

1 株当たり当期純損失 
 

71,766 円 74 銭 

1,185 円 67 銭 
 

 

 

10.重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

 




